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右の国宣中の七月二十五日宣旨とはまさしく「一同の法」である。鎌倉幕府滅亡、後醍醐天皇政権復活後、所領安堵の
紛
旨
を
請
う
地
頭
御
家
人
層
の
訴
え
が
多
か
っ
た
こ
と
は
「
二
条
河
原
落
書
」
な
ど
で
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
が
、
ま
だ
機
構
の
と
とのっていなかった新政府を、多数の要求によって狼狽させたこともたしかであった。そこで、求めに応じて個別に安堵
（２）
の
倫
旨
を
出
し
、
あ
る
い
は
後
醍
醐
の
綿
］
日
を
帯
せ
ず
し
て
知
行
す
る
こ
と
を
禁
じ
た
り
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
禁
令
は
か
え
っ
て
論
旨
を
求
める「民庶」を多くし、混乱のもととなったので、個別安堵をやめ、朝敵与同輩のほかは諸国一同安堵の法にきりかえた
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
本
所
進
止
の
所
領
の
ほ
か
地
頭
ク
ラ
ス
に
対
す
る
安
堵
は
国
司
の
権
限
に
委
譲
し
た
こ
と
は
、
さ
き
の
信
濃
国
の
市
河
助房への国宣をはじめ多数の同種の国宣によって知られる。さらに次の論旨によって国司に所領安堵の国宣を出すことを
命
ぜ
ら
れ
た
こ
と
が
知
ら
れ
る
。
鎌
倉
幕
府
滅
亡
後
、
元
弘
三
年
七
月
下
旬
、
所
領
安
堵
に
つ
い
て
諸
国
平
均
安
堵
法
□
同
の
法
）
が
発
せ
ら
れ
る
と
、
諸
国
の
知
行
安
堵
を望む領主たちは、後醍醐天皇により新しく任命された国司から安堵されるようになった。信濃国の市河助房に与えられ
た
当
知
行
安
堵
の
国
宣
は
そ
の
早
い
一
例
で
あ
る
。
全
文
を
示
す
と
次
の
ご
と
く
で
あ
る
。
御当知行地事、任今年七月廿五日宣旨、不可有相違者、依国宣、執達如件、
元弘一一一年八月三日
左兵衛尉致治（花押）
建
武
政
権
の
所
領
安
堵
文
書
の
変
遷
（
飯
倉
）
建
武
政
権
の
所
領
安
堵
文
書
の
変
遷
（１）
市
河
左
衛
門
六
郎
殿
飯
倉
晴
武
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この総旨の日付けは元弘三年八月二十五日であって、七月末発令の「一同の法」や、他国ではすでに八月初めから知行
安
堵
の
国
宣
が
出
さ
れ
て
い
る
の
と
合
せ
考
え
る
と
、
や
人
日
付
け
が
お
く
れ
て
い
る
が
、
三
同
の
法
」
の
七
月
宣
旨
も
国
に
よ
っ
て
日
付
（４）
け
が
異
な
り
、
手
続
き
が
お
く
れ
た
と
こ
ろ
も
あ
る
よ
う
な
の
と
、
国
司
任
命
も
国
に
よ
り
日
付
け
が
違
う
の
で
、
こ
の
土
佐
国
司
宛
倫
】
日
は
七
月
末
。
同
の
法
」
に
関
連
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
は
確
か
で
あ
ろ
う
。
倫
旨
の
内
容
は
京
都
の
後
醍
醐
天
皇
政
府
に
所
領
安
堵
を
求
め
る
もののうち、土佐国の地頭御家人については土佐国司から早く書下してやれ、例外として本所進止のものは除くというも
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
指
令
は
各
国
に
発
せ
ら
れ
た
と
考
え
て
も
よ
い
で
あ
ろ
う
。
「
一
同
の
法
」
発
令
後
の
八
月
、
九
月
に
出
さ
れ
た
安
堵の国宣は独立した一紙にきちんと作成されたものであるが、それ以降になると、知行安堵を望む申請者が提出した申状
の
袖
に
国
宣
を
記
し
た
外
題
安
堵
に
変
化
す
る
。
例
を
あ
げ
る
。
「任今年七月廿六日宣旨、知行不可有相違之状、国宣如件、（新田義貞）
一兀弘三年十二月五日
源朝臣（花押）」
上
野
国
公
田
郷
一
分
地
頭
伊
達
孫
三
郎
入
道
道
西
謹
言
上
欲
且
早
任
傍
例
、
且
任
相
伝
道
理
、
賜
安
堵
国
宣
、
全
当
知
行
、
公
田
郷
一
分
地
頭
職
間
事
、
一
通
関
東
下
知
案
弘
安
九
年
二
月
廿
七
日
右道西最前参御方、属頭中将家御手、致合戦忠節之間、申恩賞之上者、任傍例、可賜安堵国宣者也、当知行之条、若有
副
進
（司脱力）
土佐国地頭御家人等安堵事、奏聞之処、為国司早可被聿日下、但於本所進止下職者、不可及其沙汰之旨、
天気所候也、以此旨可被申入給、価執達如件、
〔元弘一一一」八口灯廿五日
左
少
弁
宣
明
法
政
史
学
第
三
十
二
号
一
通
譲
状
案
文
保
三
年
正
月
十
日
一通譲状案弘安五年一一一月什二日
（３）
前右丘〈衛督殿
一一
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ここで知行安堵の申請者から「安堵国宣」を求める方法がとられていることがわかる。その早い事例には元弘三年八月
日付の小早川性秋が出羽国由利郡小友村の当知行安堵の国司証判を求めた申状に、同年八月二十四日付外題安堵をした
（６）
の
が
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
よ
う
な
「
一
同
の
法
」
に
よ
っ
て
、
国
一
旦
で
所
領
安
堵
が
な
さ
れ
て
い
る
の
は
、
陸
奥
、
出
羽
、
上
野
、
信
濃
、
美
（７）
渡、越後、若狭、丹波、石見、伊予等でみられる。しかし一方では、いぜんとして知行安堵の統旨が発せられている事実
も
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
た
と
え
ば
つ
ぎ
の
倫
旨
で
あ
る
。
針
原
孫
次
郎
久
兼
当
知
行
之
地
事
、
任
一
同
宣
旨
、
管
領
不
可
有
相
違
者
、
（８）
一兀弘一一一年八月什九ｎＭ
権左少弁（花押）
こ
れ
は
薩
摩
国
山
門
院
内
針
原
村
を
相
伝
知
行
す
る
針
原
久
兼
に
下
さ
れ
た
繍
旨
で
、
わ
ざ
わ
ざ
コ
同
宣
旨
」
に
任
せ
て
と
あ
る
。
こ
の
ような「一同の法」以後でも知行安堵の倫旨が発せられている地域としては、相模、尾張、紀伊、播磨、安芸、筑前、肥
（９）
前、大隅、薩摩などの諸国がある。｜兀弘一一一年末までで、これらの国々は前に掲げた国宣を発した国と一致しない。このこ
と
か
ら
、
建
武
政
権
の
政
策
に
従
い
国
宣
を
発
せ
ら
れ
る
地
域
は
、
東
山
道
、
北
陸
道
、
山
陰
道
と
四
国
、
九
州
の
一
部
と
い
え
よ
う
。
そ
の
他
の
地
域
は
依
然
と
し
て
論
旨
の
権
威
に
よ
ら
ね
ば
な
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
や
は
り
足
利
尊
氏
の
権
力
の
影
響
で
あ
ろ
う
。
関
（Ⅲ）
東の糸ならず、最近鎮西における尊氏の権力が注ロロされているところである。中間地粥として、論旨が発せられ、それを
（ｕ）
国
宣
に
よ
っ
て
施
す
る
と
こ
ろ
が
あ
る
。
こ
の
後
、
雑
訴
決
断
所
が
新
設
さ
れ
、
知
行
安
堵
の
手
続
き
は
さ
ら
に
変
革
す
る
。
雑
訴
決
断
所
は
建
武
政
権
が
新
設
し
、
こ
の
政
権
の
糸
が
も
っ
た
官
庁
で
、
も
っ
と
も
こ
の
政
権
を
代
表
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
だ
け
に
雑
訴
決
断
所
は
建
武
政
権
の
性
格
と
本
質
を
具
現
し
て
い
る
と
い
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
を
研
究
す
る
こ
と
は
、
建
武
政
権
研
究
に
と
御不審者、可有御尋伊達彦七郎朝基哉、然者早賜安堵国宣、為全当知行、粗言上如件、
天
気
如
此
、
悉
之
、
以
状
建
武
政
権
の
所
領
安
堵
文
沖
の
変
遷
（
飯
倉
）
（５）
｜兀弘一二年十月日
■■■■
■■■■■
一一一
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ｅ
訴
訟
進
行
上
の
手
続
き
（
召
換
、
論
所
点
置
、
事
情
聴
取
）
この四項目で森氏は「決断所の機能は終始①を基調とし（ｅはこれに随件する）、権限の拡大とともに、Ｏがこれに附加
された」と述べられ、所轄事項の発展過程を説明された。また、、ｏに関連して、先行論文の「建武政権の法制」の中で、
「建武政権下において、所領の安堵・遵行の目的で発給される文書を、その機能の上から整理すれば、次の四つの組永
法
政
史
学
第
三
十
二
号
四
（皿）
って必須のことである。しかし、これまでの業績は比較的少なく、成立時期、機能、音凹義等いまだ確定していなかった。
最近、森茂暁氏が「建武政権の法制」（『史淵』一一六号、一九七九年三月）、「建武政権の構成と機能Ⅲｌ雑訴決断所ｌ」
（『三浦古文化』一一六号、一九七九年十一月）を発表して、雑訴決断所の成立時期、構成、機能について精密かつ詳細な
研
究
成
果
を
明
ら
か
に
し
た
。
わ
た
く
し
は
こ
れ
ら
に
対
し
、
一
々
新
し
い
見
解
を
出
す
力
量
を
有
す
る
も
の
で
は
な
い
の
で
、
小
稿
で
は
建
武政権の発した所領安堵の文書についての役割りに関しての承触れていくことにする。
森氏は雑訴決断所の所轄事項についてつぎの四つに分類された。
われている。」
合
せ
が
で
き
る
。
Ｏ
論
旨
の
施
行
⑥
所
領
安
堵
（
地
頭
御
家
人
層
を
対
象
）
①
所
務
相
論
の
裁
許
Hosei University Repository
以一同之法、被下宣旨之上者、重不及其沙汰、但依非分之妨、不全管領之由愁申者、尋究当知行之所見、被覧文書正
文、所申無相違者、載其所名字、可有裁許、芳雄段歩、以不知行之地、寄事於安堵、令掠領者、随支証出来、可被召
放本領、無所帯者、可被召放本領、無所帯者、可被断罪其身、
この条交は『建武記』に建武二年とあるが、すでにⅢについて笠松宏至氏は建武元年四月以前の法令であることを論証
（ｕ）
（聰）
され、佐藤進一氏はⅢ側を含む「条を建武二」全体が建武元年一一一月ごろに制定されたものであるとされた。事実、森茂暁
（２）
以、汰
一当、
同知文
之行治
法地．
、安建
被堵久
下事以
と述べてあって、論旨を補完している。では建武政権の所領安堵の実行手続きとして、雑訴決断所牒を森氏のいう「専制
体制の限界と地頭御家人層の諸要求」の糸で説明十分であろうか。後醍醐天皇を中心とする建武政権側から考えたら、な
ぜ
こ
の
よ
う
な
方
法
を
と
る
に
い
た
っ
た
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
こ
と
は
森
氏
の
い
わ
れ
る
こ
と
と
結
局
は
同
じ
で
あ
ろ
う
が
、
足
利
尊
氏
を
抱えた建武政権内での政治的帰結ではなかろうか。網野善彦氏は建武政権の中で、足利尊氏が鎮西軍事指揮を掌握してい
（Ｅ）
た
こ
と
を
述
べ
て
、
後
醍
醐
天
皇
論
旨
を
尊
氏
が
施
行
し
て
い
た
こ
と
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
こ
の
事
実
は
前
節
で
述
べ
た
よ
う
に
、
「
一
同
の法」により国宣による所領安堵が尊氏勢力圏では実行されなかったことをも理解せしめよう。後醍醐天皇の理想は「率
士
浜
無
非
王
土
」
で
あ
っ
て
、
天
皇
権
力
の
貫
徹
を
期
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
こ
と
が
天
皇
の
政
策
の
基
本
で
あ
る
。
．
同
の
法
」
が
発令され、国司も任命ざれ国宣にて所領安堵をさせたが、それが行われ得なかった国があるのは後醍醐天皇にとって許し
難
い
こ
と
で
あ
っ
た
。
全
土
に
天
皇
権
力
を
浸
透
さ
せ
る
政
策
を
と
る
必
要
が
あ
っ
た
。
雑
訴
決
断
所
が
そ
こ
で
設
立
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
森
氏のいわれる決断所の本来の所轄、所務相論においては雑訴決断所牒は当初から全国の国衙に宛てられていたことは大事
で
あ
る
。
雑
訴
決
断
所
が
地
頭
御
家
人
層
の
所
領
安
堵
を
管
掌
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
『
建
武
記
』
に
記
載
さ
れ
て
い
る
「
条
々
建
武
二」とある中にみえる次の条規による。
一一」とある中にみ
Ⅲ
一
、
本
領
安
堵
事
建
武
政
権
の
所
領
安
堵
文
書
の
変
遷
（
飯
倉
）
開
発
余
流
井
累
代
相
伝
之
仁
、
無
故
被
収
公
者
、
被
尋
究
文
書
道
理
、
可
有
勅
裁
、
雌
帯
根
本
券
契
、
相
承
不
分
明
者
、
不
可
及
沙
汰、文治・建久以来恩賞地、知行令中絶者、同非沙汰之限、但其人若為要須者、宜在臨時聖断、
ロ
五
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氏によれば、当知行地安堵の雑訴決断所牒の現存最初は建武元年三月一一十五日付（詫摩文書）であることが前記「建武政
権の法制」に発表されている。知行安堵のため雑訴決断所牒が発せられるようになったのはいつからであろうか。建武元
年三月からであろうか。もっと早くから行われたように思われる史料がある。筑後国小家庄地頭職について、建武二年一一
（通）
月日嶋津道恵代道慶目安案に、「其上安堵論旨事、去々年十月以後一向止之、被与御牒之処、如此党類、以不知行之
地掠給御牒」と記された箇所がある。これをとれば知行安堵について、建武政権は元弘三年十月の時点で、倫旨を止め雑
訴決断所牒によることにしたということである。倫旨から牒へという移行で、国宣が掲げられていないのは、この地域が
天皇ｌ国司の線でつながっていないところであったことを窺わせる。
雑
訴
決
断
所
の
成
立
時
期
は
早
く
か
ら
論
じ
ら
れ
、
同
研
究
の
ま
ず
論
じ
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
以
前
に
佐
藤
進
一
氏
は
元
弘
三
年
六
月
（Ⅳ）
（旧）
Ｉ九月の間と推定され、笠松宏至氏は同年九月十日を下限とされた。さらに森氏は一別掲論文で九月十日成立と断定され
た
。
そ
の
理
由
は
「
比
志
島
文
書
」
所
収
年
月
日
欠
の
四
番
制
段
階
の
雑
訴
決
断
所
結
番
交
名
に
記
さ
れ
て
い
る
小
書
注
記
の
考
証
を
通
し
て
頭
中
将
頭
宮
内
卿
、
当
職
である。すなわち、①葉室前中納一一一一口右佐、②忠顕朝臣、③経季朝臣の一二名のそれぞれの注記をとりあげ、①の右佐は葉
室前中納言長隆のものとしては二十数年前のものであるが、転写を重ねるうちの誤記であり、②の注記は錯誤である。そ
れで③により経季朝臣が頭宮内卿になった元弘三年九月十日成立であるのとの結論を出された。しかし、この一一一つの注記
のうち二つが誤記、錯誤とし、残る一つから結論を引出すのは早計の感がする。わたくしは笠松氏が千種忠顕が「朝臣」
とあるというところから、元弘三年九月十日以前の成立であろうという指摘をとりたい。文書の中では普通、注記は後か
ら書き加えられることが多い。したがってまず本文記載に従うべきで、千種忠顕が朝臣と称されるのは従三位に叙せられ
た九月十日以前で、問題の交名もその日以前に作成され、忠顕のその時の官職「頭中将」が注記されてあり、中御門経季
が蔵人頭に補せられ、宮内卿に任ぜられた九月十日以降に「頭宮内卿」と注記され、さらに蔵人頭が忠顕から経季へ移っ
た
こ
と
か
ら
「
当
職
」
と
注
記
を
加
え
た
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
とにかく元弘三年九月十日以前に設置された雑訴決断所に知行安堵の牒を発せしめるようにしたが、その時点は同年十
月か、翌建武元年一一一月か、いずれであろうか。前述の知行安堵を求める申状に対して、直接国宣を下すのは建武元年三月
法
政
史
学
第
三
十
二
号
③
一ハ
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建武政権の所領安堵のための文書とその発給機関は短期間に何回か変った。それは結局、前述の森茂暁氏が図示された
と
お
り
で
あ
る
が
、
「
一
同
の
法
」
以
後
の
国
宣
に
よ
る
の
は
、
中
央
ｌ
地
方
の
整
然
と
し
て
政
治
組
織
を
企
図
し
た
後
醍
醐
天
皇
の
理
想
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
か
え
っ
て
そ
れ
に
天
皇
の
支
配
圏
と
対
立
勢
力
圏
を
は
っ
き
り
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
を
乗
り
越
え
る
た
め
に次に採用されたのが雑訴決断所牒であった。したがって雑訴決断所設置の意図も足利尊氏に対処する意図があったと考
えてもよいのではないか。決断所職員に尊氏の有力家人が加えられているからといって、尊氏の決断所への指導性を高め
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
現
存
の
決
断
所
牒
を
ゑ
て
も
、
尊
氏
系
の
も
の
の
署
名
は
承
え
ず
、
決
断
所
の
活
動
に
ど
れ
だ
け
参
加
し
た
か
と
い
う
と
む
し
ろ
否
定
的
で
あ
る
。
雑
訴
決
断
所
は
建
武
政
権
の
基
幹
政
庁
と
な
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
そ
の
解
明
は
ま
だ
や
っ
と
端
初
に
つ
い
たというところである。存在期間は短い間だったが、その活動ぶりは注目されるところで、発給文書も多く（森氏は一二
五通収集したという）、今後はその綜合的な分析という問題が残されている。
ま
て
で
、
そ
の
時
か
ら
知
行
安
堵
を
主
文
と
す
る
雑
訴
決
断
所
牒
が
現
わ
れ
て
く
る
の
が
、
現
在
の
史
料
残
存
の
状
況
で
あ
る
。
一
般
に
知
行
（⑬）
安堵以外に同所牒で現存する初見は一兀弘三年十月八日付のものである。先の嶋津道恵代道慶目安案にふえる「去戈年（｜兀
弘三年）十月以後……被与御牒」というのは雑訴決断所の活動がようやく全国に伝わり、「一同の法」や国宣による知行
安堵実施国との関連から、そう信じられたのか、あるいは決断所の初期から、知行安堵も管掌に入っていたのであろう。
雑
訴
決
断
所
牒
に
よ
っ
て
知
行
安
堵
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
、
国
宣
は
そ
れ
を
施
行
す
る
も
の
と
し
て
発
せ
ら
れ
る
も
の
と
な
っ
た
。
牒
の
（別）
宛所は個人宛と国衙・守護所宛のものがある。後者はおおむね輪旨が先行している。また前者は牒の受取者が牒の】日によ
（皿）
って国衙に申状を提出し国一且を発給してもらっている。これを整理するとつぎのごとくである。
１、雑訴決断所牒（個人宛）ｌ受取者申状（国衙宛）ｌ国宣
２
、
論
旨
ｌ
雑
訴
決
断
所
牒
（
国
衙
・
守
護
所
宛
）
ｌ
国
宣
・
守
護
遵
行
状
建
武
政
権
の
所
領
安
堵
文
書
の
変
遷
（
飯
倉
）
お
わ
り
に
七
Hosei University Repository
（追記、小稿執筆中、森氏の「建武政権の構成と機能ⅢＩ雑訴決断所」の発表間近きを知り、無理にお願いして原稿コピ
ー
を
拝
見
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
氏
の
研
究
成
果
を
利
用
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
こ
と
に
感
謝
い
た
し
ま
す
。
）
（５）
（６）
（７）
（３）土佐国議簡集一。
（４）足利尊氏、北畠扉
ａＴ註
呈.ノミーノ
〆■、／■、
１１１０
、-ノ里.ノ
（８）
（９） 法政史学第一一一十二号
足
利
尊
氏
、
北
畠
顕
家
が
武
蔵
守
、
陸
奥
守
に
任
ぜ
ら
れ
た
の
は
八
月
五
日
、
足
利
直
義
が
相
模
守
に
任
ぜ
ら
れ
た
の
は
十
一
月
八
日
で
あ
る
。
ま
た
註
１
の
市
河
文
書
国
宣
は
八
月
三
日
付
け
で
、
こ
れ
以
前
に
国
司
が
任
命
さ
れ
て
い
た
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
相模Ｉ雲頂庵文書、元弘三年九月二日後醍醐天皇論旨。尾張ｌ妙興寺文書、元弘三年十月八日輪旨。紀伊ｌ興福寺文書、元弘一一一
年十一月一一十一一一日輪旨。播磨ｌ広峯文書、元弘三年八月二十九日論旨。安芸ｌ小早川什書、元弘三年十一月十一一日給旨。筑前ｌ
宗像文書、元弘三年九月十七日輪旨。肥前ｌ草野文書、元弘三年八月二十九日給旨。大隅ｌ薩藩旧記前集一六六四号、元弘三年
八
月
二
十
九
日
論
旨
。
薩
摩
ｌ
薩
藩
旧
記
前
集
一
六
七
一
号
、
元
弘
三
年
十
一
月
九
日
輪
旨
。
網野善彦氏「建武新政府における足利尊氏」Ｓ年報中世史研究』第三号所収）。
たとえば和泉国。和田文書によれば、元弘三年十一一月二十七日に和田助家の和田庄総下司職等の当知行安堵の給旨が下され、同
日付で「任輪旨：…・…国宣所候也」という国宜が出されている。
書
、
元
弘
三
年
九
月
三
日
伊
三
薩藩旧記前編一五一四号。
小早川家什書三・
陸
奥
Ｉ
相
馬
文
書
二
○
号
、
元
弘
三
年
十
二
月
日
相
馬
重
胤
代
親
胤
申
状
。
出
羽
ｌ
註
６
、
上
野
ｌ
註
５
、
信
濃
ｌ
市
河
文
書
、
元
弘
三
年
十
月
日
市
川
助
房
申
状
。
美
濃
ｌ
長
沼
文
書
、
元
弘
三
年
九
月
日
長
沼
宗
突
申
状
。
越
後
ｌ
色
部
文
書
、
元
弘
三
年
十
月
日
色
部
長
倫
申
状
。
丹
波
ｌ
祇園社文書、元弘一二年九月一一十九日丹波国宣案。石見ｌ吉川家譜一一十六、元弘二年八月二十五日石見国宣案。伊予１石手寺文
書、元弘三年九月三日伊予国宣。若狭国では知行安堵ではないが国宣がゑられる（東寺百合文書Ｉ）。
伊達文書。
市河文書。
いわゆる六月令。金剛寺文書一二九号、元弘三年六月十五日後醍醐天皇宣旨案。黒田俊雄氏「建武政権の所領安堵政策につい
て」ｓ赤松俊秀教授退官記念・国史論集』所収）参照。
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（Ⅲ） ／■、／■、／■、／■、／■、／■、′~、／■、２０１９１８１７１６１５１４１３
、_ノ、.ノ、-ノ通.／出_ノ、.ノミーノミーノ
（、）建武
政
権
の
所
領
安
堵
文
書
の
変
遷
（
飯
倉
）
笠松宏至氏註（、）の③。
薩藩旧記前編一七一九。
佐
藤
進
一
氏
『
鎌
倉
幕
府
訴
訟
制
度
の
研
究
』
二
二
八
頁
。
島田文書（相田二郎氏『日本の古文書』下所収）。
国衙宛雑訴決断所牒には「任去某月某日輪旨」という一文が挿入されている例が多い。たとえば「中条家文書」四九号、建武二
年七月十二日雑訴決断所牒。
『萩藩閥閲録』二十七’一一所収、武蔵国、安芸国内の所領当知行について、建武元年六月十日雑訴決断所牒は熊谷直経を宛所と
し、これに関して安芸国宣を要求する直経の申状があり、その国宣にも「熊谷小四郎直経申状舸辨蠅如此」とある。武蔵国内所
領については足利尊氏御判御教書が発給されているが、本文には「熊谷小四郎直経申………事、早任決断所牒」とある。尊氏は
武蔵守であった。
⑤右のほかに、
註（、）に同市
註（囮）の③。
註（ｕ）の⑤。
これまでの研究論文としては次のごときである。
①細川亀市氏「建武中興における雑訴決断所」（『法学志林』三八’六）。
②阿部猛氏「雑訴決断所の構成と機能」『ヒストリァ』二五）Ｐ
③笠松宏至氏「阿部猛氏『雑訴決断所の構成と機能』を読む」（『中世の窓』四）。
④安藤公一氏「雑訴決断所の研究」（『中今』ご・
⑤右のほかに、佐藤進一氏が諸書に記されたものがある。たとえば『南北朝の動乱』（中央公論社刊「日本の歴史」九）。
註（皿）に同じ。
九
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